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平成 27年１月 29日 

各 位 

会 社 名 株式会社カワニシホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 高井 平 

（コード：2689、東証第二部） 

問合せ先  取締役 

          管理本部長 村田 宣治   

          （TEL．086‐236‐1115） 

 

平成 27年６月期第２四半期連結累計期間の業績予想と実績との差異 

及び通期連結業績予想の修正並びに役員報酬減額に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 26年８月８日に公表しました平成 27年６月期第２四半期連結累計期間の業績予想と

実績値に差異が生じましたので、お知らせします。 

 また、最近の業績の動向を踏まえ、平成 27年６月期（平成 26年７月１日～平成 27年６月 30日）

の通期の業績予想を下記のとおり修正しますので、お知らせします。さらに、業績修正の経営責任を

明確にするため役員報酬の減額を実施いたしますので、お知らせします。 

 

記 

 

１．平成 27年６月期第２四半期連結累計期間の業績予想と実績値の差異 

（平成 26年７月１日～平成 26年 12月 31日） 

 売上高 営業利益 経常利益 
四半期 
純利益 

１株当たり 
四半期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 48,189 506 499 262 46.81 

今回実績（Ｂ） 45,645 234 230 115 20.55 

増減額（Ｂ－Ａ） △2,544 △272 △268 △147  

増減率（％） △5.3 △53.8 △53.8 △56.1  

（ご参考）前期第２四半期実績 
（平成 26年６月期第２四半期） 

47,957 764 770 380 67.88 

 

差異の理由 

 連結売上高の 80％を占める医療器材事業において、売上高が当初予想を約 23億円下回ったことが

差異の主因であり、その内訳は以下のとおりです。 

〈設備備品〉先端的な治療を行う急性期大病院や、地域の中核となる病院の積極的な設備投資を見込

んでいましたが、①需要が予想を大きく下回ったこと、ならびに、②消費税の再増税の延期による病

院の設備投資計画の見直しがあったこと、などの理由により、当初予想の売上高を約 13 億円下回り

ました。 

〈医療用消耗品〉医療機関からの購買圧力の強まりによって、当初予想より売上高が３％（約 10 億

円）減少しました。しかしながら、前年同期比では 104％となっており堅調な伸びを続けています。 
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２．平成 27年６月期通期連結業績予想数値の修正 

（平成 26年７月１日～平成 27年６月 30日） 

 売上高 営業利益 経常利益 
当期 
純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ） 101,091 1,537 1,521 889 158.62 

今回修正予想（Ｂ） 95,307 671 663 343 61.15 

増減額（Ｂ－Ａ） △5,784 △865 △857 △546  

増減率（％） △5.7 △56.3 △56.4 △61.5  

（ご参考）前期実績 
（平成 26年６月期） 

97,137 1,440 1,519 816 145.54 

 

修正の理由 

 引き続き医療機関の設備投資の動向は不透明であり、設備備品の売上高は当初予想を 36 億円下回

ることを見込んでいます。また、医療機関からの購買圧力は継続すると考えられることから、医療用

消耗品の売上高についても、当初予想より３%（約 20億円）減少すると見込んでいます。 

 したがって、売上高、利益ともに当初予想を修正します。 

 しかしながら、当社グループの成長基盤である医療用消耗品は、前期比 107％と高い成長率を達成

できる見込みです。また、近年まれに見る需要減となった設備備品につきましても、平成 28年 6月

期以降は再び回復基調に入ると予測しています。 

 

 

３．役員報酬の減額について 

 当社は、平成 27 年６月期連結業績予想数値の下方修正を真摯に受け止めるとともに、その経営責

任を明確にするため、以下のとおり各取締役の責任に応じ役員報酬の減額を実施します。 

 

（１）取締役報酬の減額内容 

  株式会社カワニシホールディングス 

    代表取締役会長、代表取締役社長、取締役副会長  月額報酬の 20％ 

    業績管理を担当する取締役            月額報酬の 10％ 

 

  株式会社カワニシ 

    代表取締役社長                 月額報酬の 10％ 

 

（２）対象期間 

 平成 27年２月から平成 27年４月まで（３ヶ月間） 
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４．配当について 

 配当予想につきましては、平成 26 年８月８日発表の内容から変更はありません。 

（期末配当：１株当たり 30円） 

 

上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実

際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

 

以 上 


